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   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は障害者雇用の理解を深め、障害者の雇用機会の拡大を図ることを目的と

し、障害者を雇用する事業主に対して予算の範囲内で奨励金を支給することについて、四

日市市補助金等交付規則（昭和５７年 四日市市規則第１１号）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

 

 （用語の意義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）障害者 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「法」

という。）第２条第１号に規定する障害者 

 （２）身体障害者 法第２条第２号に規定する身体障害者 

 （３）知的障害者 法第２条第４号に規定する知的障害者 

 （４）精神障害者 法第２条第６号に規定する精神障害者 

 （５）重度障害者等 次に掲げるいずれかに該当する者 

   ア 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号身体障害  

    者障害程度等級表（以下「身体障害者障害程度等級表」という。）の１級及び２級  

    の者又は身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体  

    障害者手帳が１級及び２級の者                         

   イ 知的障害者判定機関による知能検査（以下「知能検査」という。）によって測定  

    された知能指数（ＩＱ）３５以下の者                      

   ウ 身体障害者障害程度等級表の３級又は身体障害者手帳の３級であって、知的障害

者判定機関による知能指数（ＩＱ）５０以下の合併症の者 

エ 統合失調症、そううつ病又はてんかんにかかっている者及び精神障害者保健福祉

手帳の交付を受けている者 

  オ ４５歳以上の身体障害者及び知的障害者 

カ アからオまでに掲げる者のほか、市長が特に認める者。 

 （６）重度以外の障害者 次に掲げるいずれかに該当する者 

   ア 身体障害者程度等級表の３級から６級の者及び７級の障害を２以上重複して有す 

る者又は身体障害者手帳が３級から６級の者                   

   イ 知能検査によって測定された知能指数（ＩＱ）３６以上で知的障害者として判定

された者 

 （７）短時間労働者 週当たりの所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の者 

 

                                             



（奨励金の種類） 

第３条 奨励金の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）トライアル奨励金 公共職業安定所又は民間の職業紹介事業者の紹介により、障害

者を試行雇用（以下、「トライアル雇用」という。）する事業主（市外の事業主を含む。）

に対して支給する奨励金 

（２）雇用奨励金 国の「特定求職者雇用開発助成金」の支給期間終了後も、期間の定め

なく障害者を常用労働者として雇用する事業主（市外の事業主を含む。）に対して支給

する奨励金 

 

（支給対象となる障害者） 

第４条 前条各号に規定する障害者は、本市の住民基本台帳に記録されている第２条に定め

る障害者（以下「支給対象障害者」という。）とする。 

 

   第２章 トライアル奨励金 

  （トライアル奨励金の支給対象事業主） 

第５条 トライアル奨励金の支給対象事業主は、国のトライアル雇用助成金の支給対象障害

者を雇用する事業主とする。ただし、国及び地方公共団体並びに障害者の雇用の促進等に

関する法律施行令（昭和３５年政令第２９２号）別表２に定める特殊法人を除く。 

 

  （トライアル奨励金の支給期間） 

第６条 トライアル奨励金の支給期間は、トライアル雇用を開始した日の属する月の翌月（そ

の日が月の初日であるときは、その日の属する月）から原則として３箇月間とする。 

 

  （トライアル奨励金の支給額） 

第７条 トライアル奨励金の支給額は、支給対象障害者１人につき、月額４０，０００円と

する。 

２ 次のいずれか各号に該当した場合は、トライアル奨励金を支給しないこととする。 

 （１）国のトライアル雇用助成金の支給要件に該当しなくなったとき 

 （２）支給対象事業主の都合により雇用契約を解除したとき 

 （３）支給対象障害者の週当たりの所定労働時間が２０時間を下回ったとき 

 

  （トライアル奨励金の申請） 

第８条 トライアル奨励金の支給を受けようとする事業主（以下「トライアル奨励金申請者」

という。）は、支給対象障害者のトライアル雇用開始の日から１箇月以内に四日市市障害者

トライアル・雇用奨励金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）に次の書類を

添えて、市長に申請するものとする。 

（１）公共職業安定所等の紹介状の写し 

（２）支給対象障害者の障害の程度を証明する書類（障害者手帳、療育手帳等の写し等） 

 

  （トライアル奨励金の交付決定） 

第９条 市長は、前条の申請書を受け付けたときは、速やかに内容を審査し、交付の決定を

したときは、四日市市障害者トライアル奨励金・雇用奨励金決定通知書（第２号様式。以

下「決定通知書」という。）により、トライアル奨励金申請者に通知するものとする。                                       

 



  （トライアル奨励金の事業計画の変更） 

第１０条 トライアル奨励金の交付の決定を受けたトライアル奨励金申請者が、事業を変更

（廃止及び中止を含む。）しようとするときは、直ちに市長に四日市市障害者トライアル奨励

金・雇用奨励金事業計画変更承認申請書（第５号様式。以下「変更承認申請書」という。）を

提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の変更承認申請書を受理したときは、変更内容を審査し、適当と認めたときは、

前条による決定を変更し、四日市市障害者トライアル奨励金・雇用奨励金変更交付決定通知書

（第６号様式。以下「変更交付決定通知書」という。）により当該決定者に通知する。 

 

 （トライアル奨励金の実績報告）                                  

第１１条 トライアル奨励金の交付の決定を受けたトライアル奨励金申請者は、トライアル

奨励金の支給期間終了後、四日市市トライアル奨励金・雇用奨励金実績報告書（第３号様

式。以下「実績報告書」という。）に支給対象障害者の支給対象期間における出勤の状況がわ

かる書類（タイムカード、勤怠票の写し等）を添えて、市長に提出しなければならない。                                    

 

 （トライアル奨励金の交付）                                 

第１２条 市長は、トライアル奨励金の請求（第４号様式）に基づき、トライアル奨励金を

交付するものとする。                          

 

 （試行雇用期間の労働条件） 

第１３条 トライアル雇用期間中の労働条件として、トライアル奨励金申請者は労働基準法

等の労働関係法令に基づき、支給対象障害者と雇用契約を結ぶものとする。 

 

   第３章 雇用奨励金 

 （雇用奨励金の支給対象事業主） 

第１４条 雇用奨励金の支給対象事業主は、次の各号のすべてに該当する事業主とする。 

（１）国の「特定求職者雇用開発助成金」の支給期間終了後も、期間の定めなく支給対象

障害者を常用雇用している事業主。 

（２）本市の住民基本台帳に記録されている障害者を常用雇用している事業主（市外に所

在するものを含む。）。 

 

 （雇用奨励金の支給期間） 

第１５条 雇用奨励金の支給期間は、国の特定求職者雇用開発助成金の支給対象期間が終了

した日の翌日（その日が月の初日でないときは、その日の属する月の翌月）から起算して、

６箇月を限度とする。   

                                     

 （雇用奨励金の支給額） 

第１６条 雇用奨励金の支給額は、次に定めるとおりとする。 

（１）短時間労働者 

４０，０００円／月  

（２）短時間労働者以外  

 （イ）身体・知的障害者（重度障害者等除く） ４０，０００円／月 

（ロ）重度障害者等  ６０，０００円／月 

２ 次のいずれか各号に該当した場合は、雇用奨励金を支給しないこととする。 



 （１）支給対象事業主の都合により、雇用契約を解除したとき 

 （２）支給対象障害者の週当たりの所定労働時間が２０時間を下回ったとき 

 

 （雇用奨励金の申請） 

第１７条 雇用奨励金の支給を受けようとする事業主（以下「雇用奨励金申請者」という。）

は、特定求職者雇用開発助成金の支給対象期間が終了した日の翌日から１箇月以内に申請

書（第１号様式）に次の書類を添えて市長に申請するものとする。 

（１）特定求職者雇用開発助成金の既支給決定通知書の写し及び最終期の支給申請書（押

印済みのものに限る）の写し 

（２）支給対象障害者の障害の程度を証明する書類（障害者手帳、療育手帳等の写し等） 

 

 （雇用奨励金の交付決定） 

第１８条 市長は、前条の申請書を受け付けたときは、速やかに内容を審査し、交付の決定

をしたときは、決定通知書（第２号様式）により、雇用奨励金申請者に通知するものとす

る。          

                           

  （雇用奨励金の事業計画の変更） 

第１９条 雇用奨励金の交付の決定を受けた雇用奨励金申請者が、事業を変更（廃止及び中止

を含む。）しようとするときは、直ちに市長に変更承認申請書（第５号様式）を提出し、承認

を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の変更承認申請書を受理したときは、変更内容を審査し、適当と認めたときは、

前条による決定を変更し、変更交付決定通知書（第６号様式）により当該決定者に通知する。 

                                         

 （雇用奨励金の実績報告） 

第２０条 雇用奨励金の交付の決定を受けた雇用奨励金申請者は、雇用奨励金の支給期間の

終了後、実績報告書（第３号様式）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）特定求職者雇用開発助成金の最終交付決定通知書の写し（支給終了の記載があるも

の） 

（２）支給対象障害者の支給対象期間における出勤の状況がわかる書類（タイムカード、勤怠

票の写し等） 

２ 市長は、実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは交付

すべき補助金の額を確定し交付するものとする。 

                                     

 （雇用奨励金の交付）                                 

第２１条 市長は、雇用奨励金申請者の請求（第４号様式）に基づき、雇用奨励金を交付す

るものとする。                          

 

   第４章 雑則 

 （届出の義務） 

第２２条 トライアル奨励金申請者又は雇用奨励金申請者は、支給期間中に障害者の就労状

況に異動が生じたときは、直ちに市長に届けなければならない。 

                             

 （就労状況の調査等）                                

第２３条 市長は、必要があると認めるときは、支給対象障害者の就労状況に関して調査す



ることができる。 

２ 支給対象事業主は、前項の調査及び障害者に関して市が実施する各種調査について、積

極的に協力することとする。 

                                     

（奨励金の返還）                                 

第２４条 市長は、トライアル奨励金申請者又は雇用奨励金申請者が偽りその他不正の手段

によりトライアル奨励金又は雇用奨励金の支給を受けたと認めた場合には、支給したトラ

イアル奨励金又は雇用奨励金の全部又は一部を返還させるものとする。           

 

（事業評価） 

第２５条 市長は、当該事業に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に

検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他適切

な措置を講じるものとする。 

 

（補則） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

                             

                   

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の四日市市障害者雇用奨励金支給要綱の規定により奨励

金の支給を受けている事業主への奨励金の支給については、なお、従前の例による。                                     

   附 則 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効前に交

付決定された事業については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。ただし、第７条第１項の改正につい

ては、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 



１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


